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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

（1） 連結経営指標等 

回     次 第 4期中 第 5期中 第 6期中 第 4期 第 5期 

会 計 期 間 
自平成13年12月1日

至平成14年5月31日

自平成14年12月1日

至平成15年5月31日

自平成15年12月1日

至平成16年5月31日

自平成13年12月 1日 

至平成14年11月30日 

自平成14年12月 1日

至平成15年11月30日

売上高(千円) － 17,967,465 20,177,026 31,641,108 36,360,997

経常利益(千円) － 1,362,110 1,659,881 2,476,773 2,724,010

中間(当期)純利益(千円) － 903,515 972,761 1,410,030 1,673,202

純資産額(千円) － 5,780,822 7,130,311 5,081,786 6,390,669

総資産額(千円) － 13,369,560 13,622,955 12,554,114 14,115,945

１株当たり純資産額(円) － 108,498.92 669.14 190,757.75 119,569.62

１株当たり中間(当期)純利益金

額(円) 
－ 16,957.88 91.29 52,929.09 31,028.58

潜在株式調整後１株当たり中間

(当期)純利益金額(円) 
－ － － － －

自己資本比率(％) － 43.2 52.3 40.5 45.3

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー(千円) 
－ 1,373,900 735,697 1,497,433 2,160,667

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー(千円) 
－ △782,268 △271,371 △1,772,007 △834,158

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー(千円) 
－ △186,216 △212,212 △245,768 △346,018

現金及び現金同等物の中間期末

(期末)残高(千円) 
－ 2,583,495 3,410,682 2,178,079 3,158,569

従業員数(人) － 414 436 399 413

(注)1.第5期から中間連結財務諸表を作成しておりますので、第4期中間会計期間の「連結経営指標等」については、

記載しておりません。 

  2.売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  3.平成15年1月20日付で、株式1株につき2株の株式分割を行っております。 

なお、第5期の1株当たり中間（当期）純利益金額は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

  4.平成16年4月1日付で、株式1株につき200株の株式分割を行っております。 

   なお、第6期の1株当たり中間純利益金額は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

    5.第5期中間連結会計期間から、1株当たり純資産額及び1株当たり中間（当期）純利益金額の算定にあたっては、

「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しております。 

  6.潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 
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（2）提出会社の経営指標等 

回     次 第 4期中 第 5期中 第 6期中 第 4期 第 5期 

会 計 期 間 
自平成13年12月1日

至平成14年5月31日

自平成14年12月1日

至平成15年5月31日

自平成15年12月1日

至平成16年5月31日

自平成13年12月 1日 

至平成14年11月30日 

自平成14年12月 1日

至平成15年11月30日

売上高(千円) 14,750,779 17,648,432 19,771,639 31,629,742 35,642,753

経常利益(千円) 1,183,987 1,400,785 1,681,905 2,507,732 2,826,966

中間(当期)純利益(千円) 672,517 910,183 989,277 1,423,094 1,724,326

持分法を適用した場合の投

資利益(千円) 
－ － － － －

資本金(千円) 1,040,000 1,040,000 1,040,000 1,040,000 1,040,000

発行済株式総数(株) 26,640 53,280 10,656,000 26,640 53,280

純資産額(千円) 4,424,192 5,800,554 7,211,015 5,094,850 6,454,857

総資産額(千円) 11,883,909 13,314,781 13,693,790 12,546,147 14,110,044

１株当たり純資産額(円) 166,073.30 108,869.26 676.71 191,248.14 120,774.35

１株当たり中間(当期)純利

益金額(円) 
25,244.64 17,083.03 92.84 53,419.48 31,988.12

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益金額(円) 
－ － － － －

１株当たり中間(年間)配当

額(円) 
3,000.00 3,000.00 15.00 10,000.00 7,000.00

自己資本比率(％) 37.2 43.6 52.7 40.6 45.7

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー(千円) 
924,440 － － － －

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー(千円) 
△1,349,682 － － － －

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー(千円) 
△185,858 － － － －

現金及び現金同等物の中間

期末(期末)残高(千円) 
2,087,322 － － － －

従業員数(人) 384 405 431 398 405

(注)1.売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  2.第4期中間会計期間の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

なお、第4期以降の持分法を適用した場合の投資利益については、連結財務諸表及び中間連結財務諸表を作成

しておりますので記載しておりません。 

  3.平成15年1月20日付で、株式1株につき2株の株式分割を行っております。 

   なお、第5期の1株当たり中間（当期）純利益金額は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

  4.平成16年4月1日付で、株式1株につき200株の株式分割を行っております。 

   なお、第6期の1株当たり中間純利益金額は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

  5.第5期中間会計期間から、1株当たり純資産額及び1株当たり中間（当期）純利益金額の算定にあたっては、「1

株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しております。 

  6.潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式がないため記載しておりません。 

  7.第5期の１株当たり配当額7,000円には、設立5周年記念配当1,000円が含まれております。 

  8.第4期以降のキャッシュ・フローに係る経営指標等については、連結財務諸表及び中間連結財務諸表を作成し

ておりますので記載しておりません。 
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２【事業の内容】 
   当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

 

３【関係会社の状況】 
   当中間連結会計期間において、平成 16 年 4 月 1 日付で、松下電器産業株式会社は、同社の松下電工株式会

社子会社化に伴い、当社の親会社となっております。 

    

関係内容 

役員の兼務

等（名） 
名称 住所 

資本金 

（百万円）

主要な事業の

内容 

議決権

に対す

る被所

有割合

（%） 
当社

役員

当社

従業

員 

営業上の

取引 

資

金

の

貸

付

設

備

等

賃

貸

借

松下電器産業 

株式会社 

大阪府 

門真市 
258,740 

電気機械器具

の製造・販売

63.7 

（63.7）
－ － 

システム

サービス

等の提供

無 無

   （注）1.有価証券報告書提出会社であります。 

2.「議決権に対する被所有割合」欄の下段（ ）内数字は、間接所有割合で内数であります。 

 

 

 

 

 

 

４【従業員の状況】 
(1)連結会社の状況 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は単一事業のため、部門別に記載しております。 

（平成16年5月31日現在）

部 門 名 称 従 業 員 数 （人） 

サ ー ビ ス ソ リ ュ ー シ ョ ン 部 門            ２９１ 

システム機器・通信機器関連部門             ４１ 

( 共 通 )            １０４ 

合 計            ４３６ 

(注)従業員数は就業人員数であります。 

 

 

 (2)提出会社の状況 

（平成16年5月31日現在）

従  業  員  数  （ 人 ）            ４３１ 

(注)従業員数は就業人員数であります。 

 

 

 (3)労働組合の状況 

    労使関係は極めて円滑あり、特記すべき事項はありません。 
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第２【事業の状況】 
１【業績等の概要】 
（1） 業 績 

    当中間連結会計期間のわが国経済は、米国を中心とした世界の景気回復基調のなかで、輸出とデジタル家電

が牽引役となって、企業の収益改善が広がり、雇用情勢の厳しさは残るものの、設備投資の増加、個人消費の

持ち直し等着実な回復を続けております。 

    このような環境の中で、当社グループは、ＩＴビジネスの総合力を生かしたソリューション提案営業を推進

した結果、当社グループのビジネスモデルでありますシステムソリューション提案の受注売上が順調に伸び、

その相乗効果によりソフトウェアの周辺機器関連売上も伸長し、さらにシステム運用・保守サービス売上も堅

調に推移いたしました。 

    この結果、当中間連結会計期間の業績は次のとおりとなりました。 

    

売 上 高 201億7千7百万円 （前年同期比12.3%増） 

営 業 利 益 16億8千3百万円 （前年同期比23.5%増） 

経 常 利 益 16億5千9百万円 （前年同期比21.9%増） 

中間純利益 9億7千2百万円 （前年同期比 7.7%増） 

 

   セグメントの状況 

    当社グループは、システム運用・通信サービスの提供・システム開発・システム機器の販売等の情報サービ

ス事業を展開しており、単一事業のため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

    当中間連結会計期間におけるサービス品目別の営業の状況は次のとおりです。 

1. サービスソリューション部門 
     (1)システムサービス部門 

        システムサービス部門は、既存のアウトソーシング受託会社の受注額が前年同期を下回ったものの、

新規のアウトソーシング受注によるシステム運用・保守サービス売上及びＡＳＰ顧客の増加等により

順調に推移して、売上高は 105億9千9百万円（前年同期比3.8%増）となりました。 

(2)システムソリューション部門 

        システムソリューション部門は、自社ソフトパッケージの「ＭｅｔａＦｏｒｃｅ」・「おてがるコ

ールセンター」の販売や、クボタ松下電工外装株式会社向け新規システム構築受注売上及び松下電工

株式会社向けＳＣＭシステム構築受注売上、Ｗｅｂハウズ（見積り）システム受託開発売上等により、

売上高 20億9千1百万円（前年同期比5.9%増）となりました。 

 

2. システム機器・通信機器関連部門 
      システム機器・通信機器関連部門は、システムソリューション売上との相乗効果もあり、一般会社向け

ソフトウェア周辺機器関連売上及び導入支援売上が好調に推移し、売上高は74億8千5百万円（前年同期比

29.5%増）と大幅に伸びました。 
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（2） キャッシュ・フロー 

    当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年

度末と比較して、2億5千2百万円増加し、34億1千万円となりました。 

    当中間連結会計期間の各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

 

1.営業活動によるキャッシュ・フロー 

     法人税等の支払額8億1千2百万円、仕入債務の減少8億2千1百万円があったものの、税金等調整前中間純利

益16億6千5百万円、減価償却費5億6千9百万円などがあったことにより資金が7億3千5百万円増加し、前年同

期との比較においては、6億3千8百万円の収入減少となりました。 

 

2.投資活動によるキャッシュ・フロー 

     ソフトウェアの取得2億7千1百万円等により、資金が2億7千1百万円減少しました。前年同期との比較にお

いては、5億1千万円の支出減少となりました。 

 

3.財務活動によるキャッシュ・フロー 

     配当金の支払により資金が、2億1千2百万円減少し、前年同期と比較においては、2千5百万円の支出増加

となりました。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 
(1) 生産実績 
    当中間連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。 

区         分 金額（千円） 前年同期比（%）

システムサービス     10,599,799     + 3.8  
サービスソリューション部門 

システムソリューション       1,684,821        △18.5  

システム機器・通信機器関連部門         205,515        △45.8  

合         計      12,490,135        △ 1.3  

(注)1.上記金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  2.システム機器・通信機器関連部門の生産実績につきましては、「情報関連工事」のみ記載しております。 

 

(2) 仕入実績 
    当中間連結会計期間における仕入実績は、次のとおりであります。 

区         分 金額（千円） 前年同期比（%）

システム機器・通信機器関連部門 5,917,182       + 29.7  

合         計 5,917,182       + 29.7  

(注)上記金額には、消費税等は含まれておりません 

 

(3) 受注状況 
    当中間連結会計期間における受注状況は、次のとおりであります。 

受 注 高 受 注 残 高 

区         分 
金額（千円）

前 年 同

期比（%）
金額（千円） 

前 年 同

期比（%）

システムサービス 10,594,044  + 3.7 762,316  +27.8

サービスソリューション部門 システムソリューシ

ョン 
1,713,608  △31.9 915,676  △13.7

システム機器・通信機器関連部門 205,318  △41.2       1,500      －

合         計 12,512,970  △ 4.3 1,679,492  + 1.4

(注)1.上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  2.システム機器・通信機器関連部門の受注高につきましては、「情報関連工事」のみ記載しております。 
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(4) 販売実績 
    当中間連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。 

区         分 金額（千円） 前年同期比（%）

システムサービス     10,599,799     + 3.8  
サービスソリューション部門 

システムソリューション       2,091,501        + 5.9  

システム機器・通信機器関連部門       7,485,725         + 29.5  

合         計      20,177,026         + 12.3  

(注)1.上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  2.主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりです。 

前中間連結会計期間 

自 平成 14 年 12 月 1 日 

至 平成 15 年 5月 31 日 

当中間連結会計期間 

自 平成 15 年 12 月 1 日 

至 平成 16 年 5月 31 日 相 手 先 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

松下電工株式会社 10,010,982 55.7 9,810,707 48.6 

 

 

３【対処すべき課題】 
   当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が対処すべき課題について、重

要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

 

 

４【経営上の重要な契約等】 
   当中間連結会計期間において、新たに締結または変更、解約した経営上の重要な契約等はありません。 
 

 

５【研究開発活動】 
   当社グループ（当社及び当社の連結子会社）は、新事業や新システムの技術研究をする開発センター部門を

新たに新設し、研究開発成果のスピーディかつ的確な創出のため、設計・開発に必要なスキルを持った最適な

社員を現在の所属にとらわれずに選定した社長又は本部長直轄のプロジェクトと開発センター部門が連携を

密にして研究開発活動を推進しております。 

 

   当中間連結会計期間の研究開発費の金額は３千４百万円であり、システムソリューション部門にかかるもの
であります。 

   なお、主な成果としては、販売管理システム（MetaForce）におけるＷｅｂサーバーと顧客側アプリケーシ
ョンサーバーとの連携の開発等があります。 
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第３【設備の状況】 
 

１【主要な設備の状況】 
   当中間連結会計期間において、主要な設備について重要な異動はありません。 
 

 

２【設備の新設、除却等の計画】 
   当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。 

   また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
 (1)【株式の総数等】 

  ①【株式の総数】 

種     類 会社が発行する株式の総数(株) 

普 通 株 式 40,000,000 

計 40,000,000 

   （注）平成 16 年 2 月 13 日開催の第 5 回定時株主総会において定款の変更が行われ、会社が発行する株式の総数

は、39,800,000 株増加し、40,000,000 株となっております。 

 

  ②【発行済株式】 

種類 

中間会計期間末現在 

発行数(株) 

(平成16年5月31日) 

提出日現在発行数(株)

(平成16年7月30日) 

上場証券取引所名 

又は登録証券業協会名 
内容 

普通株式 10,656,000 10,656,000 
東京証券取引所 

市場第二部 
－ 

計 10,656,000 10,656,000 － － 

 

 

 (2)【新株予約権等の状況】 

    該当事項はありません。 

 

 

 (3)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年 月 日 

発行済株式

総数増減数 

(株) 

発行済株式

総数残高 

(株) 

資本金

増減額

(千円)

資本金残高

(千円) 

資本準備金

増減額 

(千円) 

資本準備金

残高 

(千円) 

平成 16年 4月 1日 10,602,720 10,656,000 － 1,040,000 － 870,800 

  (注)平成16年4月1日付で普通株式1株を200株に分割しております。 
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 (4)【大株主の状況】 

(平成16年5月31日現在)

氏名又は名称 住   所 
所有株式数

(株) 

発行済株式 

総数に対する

所有株式数の

割合(％) 

松下電工株式会社 大阪府門真市大字門真 1048 番地 6,787,200 63.69

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町 1丁目 2番 10号 588,700 5.52

NAIS－IS 自社株投資会 大阪府門真市大字門真 1048 番地 378,900 3.55

ＳＭＢＣフレンド証券株式会社 

自己融資口 
東京都中央区日本橋兜町 7番 12 号 57,900 0.54

松井証券株式会社（業務口） 東京都中央区日本橋 1丁目 20 番 7号  47,400 0.44

富士通株式会社 
神奈川県川崎市中原区上小田中4丁目1番1

号 
 36,000 0.33

日本アイ・ビー・エム株式会社 東京都港区六本木 3丁目 2番 12 号  36,000 0.33

沖電気工業株式会社 東京都港区虎ノ門 1丁目 7番 12 号 36,000 0.33

松井証券株式会社（一般信用口） 東京都中央区日本橋 1丁目 20 番 7号 29,800 0.27

日本電気株式会社 東京都港区芝 5丁目 7番 1号 24,000 0.22

日本ユニシス株式会社 東京都江東区豊洲 1丁目 1番 1号 24,000 0.22

マイクロソフト株式会社 東京都渋谷区笹塚 1丁目 50 番 1号 24,000 0.22

日本オラクル株式会社 東京都千代田区紀尾井町 4丁目 1番 24,000 0.22

ＫＤＤＩ株式会社 東京都新宿区西新宿 2丁目 3番 2号 24,000 0.22

日本テレコム株式会社 東京都中央区八丁堀 4丁目 7番 1号 24,000 0.22

株式会社ＰＦＵ 石川県かほく市宇野気ヌ 98 番 2号 24,000 0.22

計 － 8,165,900 76.63
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 (5)【議決権の状況】 

  ①【発行済株式】 

 (平成16年5月31日現在)

区  分 株式数(株) 議決権の数(個) 内  容 

無議決権株式         －     －         － 

議決権制限株式(自己株式等)         －     －         － 

議決権制限株式(その他)         －     －         － 

完全議決権株式(自己株式等)         －     －         － 

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,655,900 106,559         － 

単元未満株式 普通株式       100     － １単元(100 株)未満の株式 

発行済株式総数   10,656,000     －         － 

総株主の議決権         － 106,559         － 

  (注)「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 1,600 株(議決権 16 個)含まれており

ます。 

 

  ②【自己株式等】 

    (平成 16 年 5 月 31 日現在)

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数

の合計(株) 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

 

２【株価の推移】 
  【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

月  別 平成15年12月 平成16年1月 平成16年2月 平成16年3月 平成16年4月 平成16年5月

  (710,000) 
最高(円) 

  796,000 
 1,220,000  1,160,000  1,840,000  *  14,290  *  11,690 

  (557,000) 
最低(円) 

  690,000 
  795,000  1,030,000  1,250,000  *  10,700  *   8,400 

 (注)1.最高・最低株価は、平成 15 年 12 月 21 日以前は日本証券業協会の公表のもので、( )表示をしており、平

成 15 年 12 月 22 日以降は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

      2.平成 16 年 4 月 1日付で、普通株式 1株を 200 株に分割しております。*印は、当該株式分割による権利落ち

後の株価であります。 

 

３【役員の状況】 
   前事業年度の有価証券報告書の提出日後、この半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】 
 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 
   (1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成 11

年大蔵省令第 24 号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

       なお、前中間連結会計期間（平成 14 年 12 月 1 日から平成 15 年 5 月 31 日まで）は、改正前の中間連

結財務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成 15 年 12 月 1 日から平成 16 年 5 月 31 日まで）は、

改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

 

    (2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

       なお、前中間会計期間（平成14年12月1日から平成15年5月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間（平成15年12月1日から平成16年5月31日まで）は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

 

 

 

２．監査証明について 
   当社は、証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成 14 年 12 月 1 日から平成 15

年 5 月 31 日まで）及び当中間連結会計期間（平成 15 年 12 月 1 日から平成 16 年 5 月 31 日まで）の中間連結

財務諸表並びに前中間会計期間（平成 14 年 12 月 1 日から平成 15 年 5 月 31 日まで）及び当中間会計期間（平

成 15 年 12 月 1 日から平成 16 年 5 月 31 日まで）の中間財務諸表について、監査法人 トーマツにより中間監

査を受けております。 
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１【中間連結財務諸表等】 
(１)【中間連結財務諸表】 

 ①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

(平成15年5月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成16年5月31日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成15年11月30日) 

区  分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％) 

（資産の部）      

Ⅰ.流動資産      

 1.現金及び預金    1,908,426 3,069,520  2,796,401 

 2.受取手形及び売

掛金 
  5,065,534 5,486,907  5,638,760 

 3.棚卸資産   639,480 501,765  783,879 

 4.繰延税金資産   90,804 123,616  128,824 

 5.預け金   1,076,521 1,544,472  1,563,488 

 6.その他   274,306 216,506  181,146 

流動資産合計   9,055,073 67.7 10,942,788 80.3  11,092,499 78.6

Ⅱ.固定資産      

1.有形固定資産 ※1     

 (1)建物  117,286  111,920 114,780  

 (2)工具器具及び備

品 
 300,918  238,873 270,498  

 (3)その他  2,154 420,359 (3.2) 815 351,608 (2.6) 359 385,637 (2.7)

2.無形固定資産      

 (1)ソフトウェア  1,672,865  1,395,288 1,673,006  

 (2)その他  189,875 1,862,741 (13.9) 51,729 1,447,018 (10.6) 27,397 1,700,403 (12.1)

3.投資その他の資産      

 (1)投資有価証券  127,707  77,111 99,908  

 (2)長期貸付金  1,138,832  － －  

 (3)繰延税金資産  718,989  747,024 784,481  

 (4)その他  45,857 2,031,386 (15.2) 57,405 881,540 (6.5) 53,014 937,404 (6.6)

固定資産合計   4,314,487 32.3 2,680,166 19.7  3,023,445 21.4

資産合計   13,369,560 100.0 13,622,955 100.0  14,115,945 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成15年5月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成16年5月31日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成15年11月30日) 

区  分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％) 

（負債の部）      

Ⅰ.流動負債      

 1.支払手形及び買

掛金
  3,361,231 2,579,601  3,401,047 

 2.未払金   765,699 790,886  917,011 

 3.未払消費税等   84,449 129,964  121,122 

 4.未払法人税等   728,023 661,999  823,389 

 5.預り金   797,976 833,623  881,897 

 6.その他   607,967 634,162  591,263 

流動負債合計   6,345,346 47.5 5,630,237 41.3  6,735,732 47.7

Ⅱ.固定負債      

 1.退職給付引当金   884,192 743,997  882,581 

 2.長期預り金   351,019 118,409  105,540 

固定負債合計   1,235,211 9.2 862,406 6.4  988,121 7.0

負債合計   7,580,558 56.7 6,492,644 47.7  7,723,854 54.7

（少数株主持分）      

少数株主持分   8,179 0.1 － －  1,421 0.0

（資本の部）      

Ⅰ.資本金   1,040,000 7.8 1,040,000 7.6  1,040,000 7.4

Ⅱ.資本剰余金   870,800 6.5 870,800 6.4  870,800 6.2

Ⅲ.利益剰余金   3,870,022 28.9 5,219,511 38.3  4,479,869 31.7

資本合計   5,780,822 43.2 7,130,311 52.3  6,390,669 45.3

負債、少数株主持分及

び資本合計 
  13,369,560 100.0 13,622,955 100.0  14,115,945 100.0
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②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自平成14年12月1日 

  至平成15年5月31日） 

当中間連結会計期間 

（自平成15年12月1日 

  至平成16年5月31日） 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

（自平成14年12月1日 

  至平成15年11月30日） 

区  分 
注記 

番号 

金額 

(千円) 

百分比

(％)

金額 

(千円) 

百分比

(％)

金額 

(千円) 

百分比

(％)

Ⅰ.売上高   17,967,465 100.0 20,177,026 100.0  36,360,997 100.0

Ⅱ.売上原価   15,654,351 87.1 17,400,092 86.2  31,641,290 87.0

  売上総利益   2,313,113 12.9 2,776,933 13.8  4,719,707 13.0

Ⅲ.販売費及び一般管

理費 
※1  949,706 5.3 1,093,497 5.5  1,966,254 5.4

  営業利益   1,363,407 7.6 1,683,436 8.3  2,753,453 7.6

Ⅳ.営業外収益     

 1.受取利息  17,849 1,525 28,579  

 2.持分法による投

資利益 
 389 － －  

 3.障害者雇用助成

金 
 2,272 283 4,255  

 4.その他  948 21,459 0.1 1,881 3,690 0.0 1,988 34,823 0.1

Ⅴ.営業外費用     

 1.支払利息  19,840 15,711 33,770  

 2.持分法による投

資損失 
 － 11,256 27,171  

 3.その他  2,915 22,755 0.1 276 27,245 0.1 3,324 64,266 0.2

  経常利益   1,362,110 7.6 1,659,881 8.2  2,724,010 7.5

Ⅵ.特別利益     

 1.厚生年金基金代

行返上益 
 217,637 － 217,637  

 2.固定資産売却益 ※2 － 18,807 －  

 3.持分変動差益 ※3 9,429 227,066 1.2 － 18,807 0.1 9,429 227,066 0.6

Ⅶ.特別損失     

 1.投資有価証券評

価損 
 － － － 13,539 13,539 0.0 － － －

税金等調整前中間

(当期)純利益 
  1,589,177 8.8 1,665,149 8.3  2,951,077 8.1

法人税、住民税及び

事業税 
 724,310 651,159 1,426,778  

法人税等調整額  △32,049 692,260 3.8 42,649 693,809 3.5 △135,546 1,291,231 3.5

少数株主損失   6,599 0.0 1,421 0.0  13,357 0.0

中間(当期)純利益   903,515 5.0 972,761 4.8  1,673,202 4.6
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③【中間連結剰余金計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自平成14年12月1日 

  至平成15年5月31日） 

当中間連結会計期間 

（自平成15年12月1日 

  至平成16年5月31日） 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自平成14年12月1日 

  至平成15年11月30日）

区  分 
注記

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)   

Ⅰ.資本剰余金期首残高  870,800 870,800  870,800

Ⅱ.資本剰余金中間期末

(期末)残高 
 870,800 870,800  870,800

   

(利益剰余金の部)   

Ⅰ.利益剰余金期首残高  3,170,986 4,479,869  3,170,986

Ⅱ.利益剰余金増加高   

 1.中間(当期)純利益 903,515 903,515 972,761 972,761 1,673,202 1,673,202

Ⅲ.利益剰余金減少高   

 1.配当金 186,480 213,120 346,320 

 2.役員賞与 18,000 204,480 20,000 233,120 18,000 364,320

Ⅳ.利益剰余金中間期末

(期末)残高 
 3,870,022 5,219,511  4,479,869
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   

前中間連結会計期間 

(自平成14年12月1日 

 至平成15年5月31日) 

当中間連結会計期間 

(自平成15年12月1日 

 至平成16年5月31日) 

前連結会計年度の 

連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自平成14年12月1日 

至平成15年11月30日）

区  分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ.営業活動によるキャッシュ・フロー   

  1.税金等調整前中間(当期)純利益  1,589,177 1,665,149 2,951,077

  2.減価償却費  578,351 569,355 1,158,918

  3.退職給付引当金の増減額  21,132 △138,583 19,520

  4.厚生年金基金代行返上益  △217,637 － △217,637

  5.受取利息  △17,849 △1,525 △28,579

  6.支払利息  19,840 15,711 33,770

  7.持分法による投資損益  △389 11,256 27,171

  8.持分変動差益  △9,429 － △9,429

  9.固定資産売却益  － △18,807 －

  10.投資有価証券評価損  － 13,539 －

  11.売上債権の増減額  50,703 151,852 △522,522

  12.棚卸資産の増減額  △121,460 282,099 △265,623

  13.その他の流動資産の増減額  △132,883 △37,349 △39,590

  14.仕入債務の増減額  147,315 △821,445 187,130

  15.その他の流動負債の増減額  105,405 △118,031 366,564

  16.その他の固定負債の増減額  71,386 12,868 △174,091

  17.その他  △19,162 △23,656 △25,113

   小計  2,064,499 1,562,433 3,461,566

  18.利息の受取額  17,849 1,525 28,579

  19.利息の支払額  △19,840 △15,711 △33,770

  20.法人税等の支払額  △688,606 △812,550 △1,295,708

  営業活動によるキャッシュ・フロー  1,373,900 735,697 2,160,667

Ⅱ.投資活動によるキャッシュ・フロー   

  1.預け金の預入による支出  △400,000 － △1,200,000

  2.預け金の払戻による収入  400,000 － 400,000

  3.有形固定資産の取得による支出  △295,222 △15,591 △318,241

  4.ソフトウェアの取得による支出  △438,110 △271,998 △804,608

  5.貸付けによる支出  △76,001 － △76,001

  6.貸付金の回収による収入  27,066 － 29,927

  7.従業員貸付金の譲渡による収入  － － 1,135,971

  8.その他  － 16,218 △1,206

  投資活動によるキャッシュ・フロー  △782,268 △271,371 △834,158

Ⅲ.財務活動によるキャッシュ・フロー   

  1.配当金の支払額  △186,216 △212,212 △346,018

  財務活動によるキャッシュ・フロー  △186,216 △212,212 △346,018

Ⅳ.現金及び現金同等物の増減額  405,415 252,113 980,489

Ⅴ.現金及び現金同等物の期首残高  2,178,079 3,158,569 2,178,079

Ⅵ.現金及び現金同等物の中間期末(期

末)残高 
※1 2,583,495 3,410,682 3,158,569
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

 前中間連結会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日） 

当中間連結会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

前連結会計年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日） 

1.連結の範囲

に関する事

項 

 子会社はナイス・ロケーショ

ンシステムズ株式会社の１社で

あり、当該会社を連結しており

ます。 

 同左  同左 

2.持分法の適

用に関する

事項 

 持分法適用関連会社は、株式

会社ミントウェーブの１社であ

ります。 

 なお、株式会社ミントウェー

ブは、重要性が増加したことに

より、新たに持分法の適用の範

囲に含めております。 

 関連会社は、株式会社ミント

ウェーブの１社であり、持分法

を適用しております。 

 

 持分法適用関連会社は、株式

会社ミントウェーブの１社であ

ります。 

 なお、株式会社ミントウェー

ブは、重要性が増加したことに

より、新たに持分法の適用の範

囲に含めております。 

3.連結子会社

の中間決算

日(決算日)

等に関する

事項 

 連結子会社の中間決算日は、

中間連結決算日と一致しており

ます。 

 同左  すべての連結子会社の決算日

は、連結決算日と一致しており

ます。 

(1)重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価

基準 

 

②棚卸資産 

（イ）商品・貯蔵品 

移動平均法による低

価基準 

（ロ）仕掛品 

個別法による原価基

準 

(1)重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

 

 

②棚卸資産 

（イ）商品・貯蔵品 

同左 

 

（ロ）仕掛品 

同左 

 

(1)重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

 

 

②棚卸資産 

（イ）商品・貯蔵品 

同左 

 

（ロ）仕掛品 

同左 

 

(2)重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

①有形固定資産 

建物   定額法 

その他  定率法 

  なお、主な耐用年数は下記

のとおりです。 

建物      10～15年 

工具器具及び備品 2～ 8年 

 

(2)重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

①有形固定資産 

  同左 

(2)重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

①有形固定資産 

  同左 

4.会計処理基

準に関する

事項 

②無形固定資産 

  定額法 

   市場販売目的のソフトウ

ェア及び収益の獲得を目的

とした自社利用のソフトウ

ェアについては、将来の収

益が確実と認められる期間

(3年以内)、社内利用による

費用削減が確実なものにつ

いては、社内での利用可能

期間(5年以内)に基づく定

額法を採用しております。

②無形固定資産 

  同左 

 

②無形固定資産 

  同左 
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 前中間連結会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日） 

当中間連結会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

前連結会計年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日） 

 (3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売掛金等債権の貸倒れに

よる損失に備えて、一般債

権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上することと

しております。 

なお、当中間連結会計期

間末までの貸倒実績が僅少

であるため、一般債権に係

る実績繰入率を零としてお

ります。また、貸倒懸念債

権等はありません。 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

   同左 

 

 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売掛金等債権の貸倒れに

よる損失に備えて、一般債

権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上することと

しております。 

なお、当連結会計年度末

までの貸倒実績が僅少であ

るため、一般債権に係る実

績繰入率を零としておりま

す。また、貸倒懸念債権等

はありません。 
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 前中間連結会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日） 

当中間連結会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

前連結会計年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日） 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(7

年)による定額法により費

用処理しております。 

数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理をしております。 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(7

年)による定額法により費

用処理しております。 

数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理をしております。 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、計上しております。 

過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(7

年)による定額法により費

用処理しております。 

数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理をしております。 

 

 

 

（追加情報） 

当社は、確定給付企業年

金法の施行に伴い、厚生年

金基金の代行部分につい

て、平成14年12月16日付で

厚生労働大臣から将来分支

給義務免除の認可を受けま

した。当社は「退職給付会

計に関する実務指針（中間

報告）」（日本公認会計士

協会会計制度委員会報告第

13号）第47－2項に定める経

過措置を適用し、当該認可

の日において代行部分に係

る退職給付債務及び返還相

当額の年金資産を消滅した

ものとみなして処理してお

ります。 

本処理に伴う影響額は、

特別利益に計上された

217,637千円であり、また、

当中間連結会計期間末にお

ける返還相当額の年金資産

は、831,778千円でありま

す。 

 （追加情報） 

当社は、確定給付企業年

金法の施行に伴い、厚生年

金基金の代行部分につい

て、平成14年12月16日付で

厚生労働大臣から将来分支

給義務免除の認可を受けま

した。当社は「退職給付会

計に関する実務指針（中間

報告）」（日本公認会計士

協会会計制度委員会報告第

13号）第47－2項に定める経

過措置を適用し、当該認可

の日において代行部分に係

る退職給付債務及び返還相

当額の年金資産を消滅した

ものとみなして処理してお

ります。 

本処理に伴う損益に与え

た影響額等については「退

職給付に関する注記」に記

載しております。 

 

 

 

 

(4)重要なリース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(4)重要なリース取引の処理方

法 

 同左 

(4)重要なリース取引の処理方

法 

 同左 
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 前中間連結会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日） 

当中間連結会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

前連結会計年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日） 

(5)その他中間連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   税抜方式によっておりま

す。 

(5)その他中間連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   同左 

 

(5)その他中間連結財務諸表作

成のための重要な事項 

 ①消費税等の会計処理 

   同左 

 

 

   ②１株当たり情報 

   当連結会計年度から「１

株当たり当期純利益に関す

る会計基準」(企業会計基準

第2号)及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準

の適用指針」(企業会計基準

適用指針第4号)を適用して

おります。 

   なお、同会計基準及び適

用指針の適用に伴う影響に

ついては、「１株当たり情

報に関する注記」に記載の

とおりであります。 

5.中間連結キ

ャッシュ・

フロー計算

書（連結キ

ャッシュ・

フロー計算

書）におけ

る資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から3か月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

なお、一時的余剰資金の運用

目的のため、松下電工ファイナ

ンス株式会社へ預託している金

銭（預託期間3か月以内）を資金

に含めております。 

資金（現金及び現金同等物）

には、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない

取得日から3か月以内に償還期

限の到来する短期投資を含める

こととしております。 

なお、一時的余剰資金の運用

目的のため、松下電工ファイナ

ンス株式会社へ預託している金

銭（預託期間3か月以内）を資金

に含めております。 

 同左 
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追加情報 

 

前中間連結会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日） 

当中間連結会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

前連結会計年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日） 

（１株当たり情報） 

 当中間連結会計期間から「１株

当たり当期純利益に関する会計

基準」(企業会計基準第2号)及び

「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第4号)を適用し

ております。 

なお、同会計基準及び適用指針

の適用に伴う影響については、

（1株当たり情報）に記載のとお

りであります。 

  

― 

 

  

― 

 

（税効果会計） 

 「地方税法等の一部を改正する

法律」(平成15年法律第9号)が平

成15年3月31日に公布されたこと

に伴い、当中間連結会計期間末の

繰延税金資産の計算（ただし、平

成16年4月1日以後開始年度に解

消が見込まれるものに限る）に使

用する法定実効税率を、前連結会

計年度の41.9％から40.4％に変

更しております。 

この変更により、当中間連結会

計期間末の繰延税金資産の金額

は、25,616千円減少し、当中間連

結会計期間に計上された法人税

等調整額は、25,616千円増加して

おります。 

  

― 

 

  

― 
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注記事項 

 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 

（平成15年5月31日） 

当中間連結会計期間末 

（平成16年5月31日） 

前連結会計年度末 

（平成15年11月30日） 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

291,595 千円 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

345,958 千円 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

296,745 千円 

 

 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日） 

当中間連結会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

前連結会計年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日） 

※1 販売費及び一般管理費のうち、主要

な費目及び金額は次のとおりであり

ます。 

 給料及び諸手当 360,112 千円 

 社外要員費 126,827 千円 

 賃借料 90,186 千円 

 退職給付費用 42,761 千円  

※1 販売費及び一般管理費のうち、主要

な費目及び金額は次のとおりであり

ます。 

 給料及び諸手当 417,320 千円

 社外要員費 121,559 千円

 賃借料 91,791 千円

 退職給付費用 35,719 千円 

※1 販売費及び一般管理費のうち、主要

な費目及び金額は次のとおりであり

ます。 

給料及び諸手当 752,955 千円

社外要員費 252,838 千円

退職給付費用 86,566 千円

   
  

― 

 

※2 固定資産売却益の内訳は次のとおり

であります。 

 ソフトウェア 18,758 千円

 その他 49 千円 

  

― 

 

※3 持分変動差益は、持分法適用会社の

第三者割当増資に伴う持分の増加額

であります。 

  

― 

 

  

― 

 

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日） 

当中間連結会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

前連結会計年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日） 

※1 現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,908,426 千円 

預入期間3か月以内の

預け金 
675,068 千円 

現金及び現金同等物 2,583,495 千円  

※1 現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,069,520 千円

預入期間3か月以内の

預け金 
341,162 千円

現金及び現金同等物 3,410,682 千円 

※1 現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,796,401 千円

預入期間3か月以内の

預け金 
362,168 千円

現金及び現金同等物 3,158,569 千円 
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（リース取引関係）  

前中間連結会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日） 

当中間連結会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

前連結会計年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 

 
取得価額 

相当額 

減価償却累

計額相当額 

中間期末残

高相当額 

 (千円) (千円) (千円) 

工具

器具

及び

備品 

9,008,820 4,653,946 4,354,874 

ソフ

トウ

ェア 

152,760 84,563 68,196 

合計 9,161,581 4,738,510 4,423,070  

 

 
取得価額

相当額 

減価償却累

計額相当額

中間期末残

高相当額

 (千円) (千円) (千円) 

工具

器具

及び

備品 

9,483,862 4,969,797 4,514,065

ソフ

トウ

ェア 

769,737 331,654 438,083

合計 10,253,600 5,301,451 4,952,148 

 

 
取得価額 

相当額 

減価償却累

計額相当額 

期末残高

相当額 

 (千円) (千円) (千円) 

工具

器具

及び

備品

9,179,782 5,495,899 3,683,883

ソフ

トウ

ェア

783,762 281,930 501,832

合計 9,963,545 5,777,829 4,185,715 

2.未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 2,105,835 千円 

１年超 2,579,930 千円 

合 計 4,685,765 千円  

2.未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 2,340,458 千円

１年超 2,996,341 千円

合 計 5,336,800 千円 

2.未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,020,756 千円

１年超 2,429,032 千円

合 計 4,449,789 千円 

3.支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 1,223,879 千円 

減価償却費相当額 1,195,724 千円 

支払利息相当額 61,314 千円  

3.支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 1,349,173 千円

減価償却費相当額 1,261,062 千円

支払利息相当額 57,518 千円 

3.支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 2,598,742 千円

減価償却費相当額 2,507,327 千円

支払利息相当額 125,724 千円 

4.減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

4.減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

4.減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

5.利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については利息法に

よっております。 

5.利息相当額の算定方法 

  同左 

5.利息相当額の算定方法 

  同左 
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（有価証券関係）  

  Ⅰ.前中間連結会計期間末(平成15年5月31日) 

     時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

     その他有価証券 

内  容 中間連結貸借対照表計上額 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 17,450 千円 

合     計 17,450 千円 

 

  Ⅱ.当中間連結会計期間末(平成16年5月31日) 

     時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

     その他有価証券 

内  容 中間連結貸借対照表計上額 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 5,910 千円 

合     計 5,910 千円 

 

  Ⅲ.前連結会計年度末(平成15年11月30日) 

     時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

     その他有価証券 

内  容 連結貸借対照表計上額 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 17,450 千円 

合     計 17,450 千円 

 

 

（デリバティブ取引関係） 

  前中間連結会計期間(自 平成 14年 12月 1日 至 平成 15年 5月 31日)、当中間連結会計期間(自 平成

15 年 12 月 1 日 至 平成 16 年 5 月 31 日)及び前連結会計年度(自 平成 14 年 12 月 1 日 至 平成 15 年 11

月 30 日) 

  当社グループ（当社及び当社の連結子会社）は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、

該当事項はありません。 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成14年12月1日 至 平成15年5月31日）、当中間連結会計期間（自 平成

15年12月1日 至 平成16年5月31日）及び前連結会計年度（自 平成14年12月1日 至 平成15年11月30日） 

当社グループ（当社及び当社の連結子会社）は、システム開発、システム運用、通信サービスの提

供、システム機器の販売等の情報サービス事業を展開しており、単一事業のため、事業の種類別セグ

メント情報の記載を省略しております。 

 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成14年12月1日 至 平成15年5月31日）、当中間連結会計期間（自 平成

15年12月1日 至 平成16年5月31日）及び前連結会計年度（自 平成14年12月1日 至 平成15年11月30日） 

在外支店及び在外連結子会社がないため、該当事項はありません。 

 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成14年12月1日 至 平成15年5月31日）、当中間連結会計期間（自 平成

15年12月1日 至 平成16年5月31日）及び前連結会計年度（自 平成14年12月1日 至 平成15年11月30日） 

海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日） 

当中間連結会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

前連結会計年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日） 

１株当たり純資産額 108,498 円 92銭 １株当たり純資産額 669 円 14 銭 １株当たり純資産額 119,569 円 62銭

１株当たり中間純利益

金額 
 16,957 円 88銭 

１株当たり中間純利益

金額 
 91 円 29 銭 

１株当たり当期純利益

金額 
 31,028 円 58銭

（注）平成 15 年 1 月 20 日付で、株式 1株

につき 2 株の株式分割を行っており

ます。なお、1株当たり中間純利益金

額は、期首に分割が行われたものと

して計算しております。 

  

 

当社は平成 16 年 4 月 1 日付で、株式 1

株を 200 株に分割しております。なお、前

期首に当該株式分割が行われたと仮定し

た場合の 1株当たり情報については、次の

とおりとなります。 

 

 

 

 

 

前中間連結会計期間 

１株当たり純資産額 542 円 49 銭 

(追加情報) 

当中間連結会計期間から「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」（企業会計

基準第 2号）及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第 4 号）を適用しておりま

す。なお、前連結会計年度において、同会

計基準及び適用指針を適用し、かつ当社

は、平成 15 年 1月 20 日付で、株式 1株に

つき 2株の株式分割を行いましたので、前

期首に当該株式分割が行われたと仮定し

た場合の 1株当たり情報については、次の

とおりとなります。 

 
１株当たり中間純利益

金額 
 84 円 79 銭 

 

当連結会計年度から「１株当たり当期

純利益に関する会計基準」（企業会計基準

第 2号）及び「１株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第 4号）を適用しております。ま

た、当社は平成 15 年 1 月 20 日付で、株式

1株を 2株に分割しております。なお、前

連結会計年度において、同会計基準及び適

用指針を適用し、前期首に当該株式分割が

行われたと仮定した場合の 1 株当たり情

報については、次のとおりとなります。

 

前連結会計年度 前連結会計年度 前連結会計年度 

１株当たり純資産額  95,041 円 04銭 １株当たり純資産額 597 円 85 銭 １株当たり純資産額  95,041 円 04銭

１株当たり当期純利益

金額 
 26,126 円 71銭 

１株当たり当期純利益

金額 
155 円 14 銭 

１株当たり当期純利益

金額 
 26,126 円 71銭

(注)1.潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりま

せん。 

2.１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 

前中間連結会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日）

当中間連結会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

前連結会計年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日）

1 株当たり中間(当期)純利

益金額 

 
  

中間(当期)純利益（千円） 903,515 972,761 1,673,202 

普通株主に帰属しない金額

（千円） 
－ － 20,000 

（うち利益処分による役員

賞与金（千円）） 
－ － 20,000 

普通株式に係る中間(当期)

純利益（千円） 
903,515 972,761 1,653,202 

普通株式の期中平均株式数

（株） 
53,280 10,656,000 53,280 
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（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日） 

当中間連結会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

前連結会計年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日） 

1. 当社は、平成15年12月18日開催の

取締役会において、「商法等の一部

を改正する法律」（平成13年法律第

79号）附則第9条第5項に基づく単元

株制度採用のための株式分割に関

する決議を行い、これに必要な定款

の一部変更を平成16年2月13日開催

の第5回定時株主総会において決議

いたしました。 

（1）株式分割の方法 

 平成16年4月1日付をもって、普通株

式1株を200株に分割いたします。な

お、当該株式分割により増加する株

式数は、10,602,720株であります。

（2）1株当たり情報に及ぼす影響 

 当該株式分割及び当連結会計年度

に行った株式分割が共に前期首に

行われたと仮定した場合の前連結

会計年度における1株当たり情報 

1株当たり純資産額 475円21銭 

1株当たり当期純利

益金額 

 

130円63銭 

 

 当該株式分割が当期首に行われた

と仮定した場合の当連結会計年度

における1株当たり情報 

1株当たり純資産額 597円85銭 

  

― 

 

  

― 

 

1株当たり当期純利

益金額 

 

155円14銭 

 

 

 

(２)【その他】 

    該当事項はありません。 
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２【中間財務諸表等】 
(１)【中間財務諸表】 

 ①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

(平成15年5月31日) 

当中間会計期間末 

(平成16年5月31日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成15年11月30日) 

区  分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)

（資産の部）    

Ⅰ.流動資産    

 1.現金及び預金   1,867,584 3,020,847 2,725,901 

 2.売掛金  5,052,584 5,415,066 5,626,906 

 3.棚卸資産  640,063 500,856 783,805 

 4.繰延税金資産  90,623 123,610 128,824 

 5.預け金  1,076,521 1,544,178 1,562,897 

 6.その他  263,247 267,717 173,992 

流動資産合計   8,990,625 67.5 10,872,276 79.4  11,002,328 78.0

Ⅱ.固定資産    

1.有形固定資産 ※1   

 (1)建物  116,974 111,627 114,478 

 (2）工具器具及び備品  300,232 238,355 269,900 

 (3)建設仮勘定  2,154 815 359 

有形固定資産合計  419,361 (3.2) 350,798 (2.5) 384,737 (2.7)

2.無形固定資産    

 (1)ソフトウェア  1,672,865 1,395,288 1,673,006 

 (2)ソフトウェア仮勘定  188,635 51,490 26,657 

 (3)その他  1,239 239 739 

無形固定資産合計  1,862,741 (14.0) 1,447,018 (10.6) 1,700,403 (12.1)

3.投資その他の資産    

 (1)投資有価証券  167,425 155,885 167,425 

 (2)長期貸付金  1,138,832 110,000 60,000 

 (3)繰延税金資産  689,939 700,408 742,135 

 (4)その他  45,857 57,405 53,014 

投資その他の資産合計  2,042,054 (15.3) 1,023,698 (7.5) 1,022,574 (7.2)

固定資産合計   4,324,156 32.5 2,821,514 20.6  3,107,715 22.0

資産合計   13,314,781 100.0 13,693,790 100.0  14,110,044 100.0
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前中間会計期間末 

(平成15年5月31日) 

当中間会計期間末 

(平成16年5月31日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成15年11月30日) 

区  分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％) 

（負債の部）      

Ⅰ.流動負債      

 1.買掛金  3,305,533  2,508,126 3,282,901  

 2.未払金  758,990  857,595 973,480  

 3.未払消費税等 ※2 84,399  129,138 121,122  

 4.未払費用  599,775  627,228 571,641  

 5.未払法人税等  727,541  661,663 822,874  

 6.預り金  797,976  833,623 881,897  

 7.その他  4,798  2,992 13,146  

流動負債合計   6,279,015 47.1 5,620,369 41.0  6,667,064 47.3

Ⅱ.固定負債      

 1.退職給付引当金  884,192  743,997 882,581  

 2.長期預り金  351,019  118,409 105,540  

固定負債合計   1,235,211 9.3 862,406 6.3  988,121 7.0

負債合計   7,514,227 56.4 6,482,775 47.3  7,655,186 54.3

（資本の部）      

Ⅰ.資本金   1,040,000 7.8 1,040,000 7.6  1,040,000 7.4

Ⅱ.資本剰余金      

 1.資本準備金  870,800  870,800 870,800  

資本剰余金合計   870,800 6.6 870,800 6.4  870,800 6.1

Ⅲ.利益剰余金      

 1.利益準備金  10,429  10,429 10,429  

 2.中間(当期)未処

分利益 
 3,879,324  5,289,786 4,533,628  

利益剰余金合計   3,889,754 29.2 5,300,215 38.7  4,544,057 32.2

資本合計   5,800,554 43.6 7,211,015 52.7  6,454,857 45.7

負債資本合計   13,314,781 100.0 13,693,790 100.0  14,110,044 100.0
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②【中間損益計算書】 

  

前中間会計期間 

（自平成14年12月1日 

  至平成15年5月31日） 

当中間会計期間 

（自平成15年12月1日 

  至平成16年5月31日） 

前事業年度の 

要約損益計算書 

（自平成14年12月1日 

  至平成15年11月30日） 

区  分 
注記 

番号 

金額 

(千円) 

百分比

(％)

金額 

(千円) 

百分比

(％)

金額 

(千円) 

百分比

(％) 

Ⅰ.売上高   17,648,432 100.0 19,771,639 100.0  35,642,753 100.0

Ⅱ.売上原価   15,365,620 87.1 17,036,462 86.2  30,981,586 86.9

売上総利益   2,282,811 12.9 2,735,176 13.8  4,661,167 13.1

Ⅲ.販売費及び一般

管理費 
  880,339 5.0 1,040,628 5.2  1,832,191 5.2

営業利益   1,402,472 7.9 1,694,548 8.6  2,828,975 7.9

Ⅳ.営業外収益      

 1.受取利息  17,848  1,826 28,841  

 2.その他  3,220 21,069 0.1 1,518 3,345 0.0 6,243 35,085 0.1

Ⅴ.営業外費用      

 1.支払利息  19,840  15,711 33,770  

 2.その他  2,915 22,755 0.1 276 15,988 0.1 3,324 37,094 0.1

  経常利益   1,400,785 7.9 1,681,905 8.5  2,826,966 7.9

Ⅵ.特別利益      

 1.厚生年金基金代

行返上益 
 217,637  － 217,637  

 2.固定資産売却益 ※1 － 217,637 1.3 18,807 18,807 0.1 － 217,637 0.6

Ⅶ.特別損失      

 1.投資有価証券評

価損 
 － － － 13,539 13,539 0.1 － － －

税引前中間(当期)

純利益 
  1,618,423 9.2 1,687,173 8.5  3,044,603 8.5

法人税、住民税及び

事業税 
 724,247  650,954 1,426,682  

法人税等調整額  △16,008 708,239 4.0 46,941 697,895 3.5 △106,405 1,320,277 3.7

中間(当期)純利益   910,183 5.2 989,277 5.0  1,724,326 4.8

前期繰越利益   2,969,141 4,300,508  2,969,141 

中間配当額   － －  159,840 

中間(当期)未処分

利益 
  3,879,324 5,289,786  4,533,628 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 前中間会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日） 

当中間会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

前事業年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日） 

(1)有価証券 

子会社及び関連会社株式 

  移動平均法による原価基

準 

(1)有価証券 

子会社及び関連会社株式 

  同左 

(1)有価証券 

子会社及び関連会社株式 

  同左 

その他有価証券 

時価のないもの 

   移動平均法による原価

基準 

その他有価証券 

時価のないもの 

   同左 

その他有価証券 

時価のないもの 

   同左 

(2)棚卸資産 

 ①商品・貯蔵品 

  移動平均法による低価基

準 

(2)棚卸資産 

 ①商品・貯蔵品 

  同左 

(2)棚卸資産 

 ①商品・貯蔵品 

  同左 

1.資産の評

価基準及

び評価方

法 

 

 ②仕掛品 

  個別法による原価基準 

 ②仕掛品 

  同左 

 ②仕掛品 

  同左 

2.固定資産

の減価償

却の方法 

 

(1)有形固定資産 

  建物    定額法 

  その他   定率法 

  なお、主な耐用年数は下記

のとおりです。 

建物     10～15年 

工具器具及び備品 

2～ 8年 

(2)無形固定資産 

   定額法 

    市場販売目的のソフト

ウェア及び収益の獲得を

目的とした自社利用のソ

フトウェアについては、

将来の収益が確実と認め

られる期間(3年以内)、社

内利用による費用削減が

確実なものについては、

社内での利用可能期間(5

年以内)に基づく定額法

を採用しております。 

(1)有形固定資産 

  同左 

 

 

 

 

 

 

(2)無形固定資産 

   同左 

 

(1)有形固定資産 

  同左 

 

 

 

 

 

 

(2)無形固定資産 

   同左 

 

3.引当金の

計上基準 

 

(1)貸倒引当金 

   売掛金等債権の貸倒れに

よる損失に備えて、一般債

権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上することと

しております。 

   なお、当中間会計期間末

までの貸倒実績が僅少であ

るため、一般債権に係る実

績繰入率を零としておりま

す。 

   また、貸倒懸念債権等は

ありません。 

(1)貸倒引当金 

   同左 

 

(1)貸倒引当金 

   売掛金等債権の貸倒れに

よる損失に備えて、一般債

権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上することと

しております。 

   なお、当事業年度末まで

の貸倒実績が僅少であるた

め、一般債権に係る実績繰

入率を零としております。

   また、貸倒懸念債権等は

ありません。 
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前中間会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日） 

当中間会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

前事業年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日） 

(2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生し

ていると認められる額を計

上しております。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(7年)

による定額法により費用処

理しております。 

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(15年)による定額

法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から

費用処理をしております。 

(2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生し

ていると認められる額を計

上しております。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(7年)

による定額法により費用処

理しております。 

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(15年)による定額

法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から

費用処理をしております。 

(2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、計上し

ております。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(7年)

による定額法により費用処

理しております。 

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時による従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15年)による

定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度

から費用処理をしておりま

す。 

 

 

 

（追加情報） 

当社は、確定給付企業年金

法の施行に伴い、厚生年金基

金の代行部分について、平成

14年12月16日付で厚生労働

大臣から将来分支給義務免

除の認可を受けました。当社

は、「退職給付会計に関する

実務指針(中間報告)」(日本

公認会計士協会会計制度委

員会報告第13号)第47-2項に

定める経過措置を適用し、当

該認可の日において代行部

分に係る退職給付債務及び

返還相当額の年金資産を消

滅したものとみなして処理

しております。 

本処理に伴う影響額は、特

別利益に計上された217,637

千円であり、また、当中間会

計期間末における返還相当

額の年金資産は、831,778千

円であります。 

 （追加情報） 

当社は、確定給付企業年金

法の施行に伴い、厚生年金基

金の代行部分について、平成

14年12月16日付で厚生労働

大臣から将来分支給義務免

除の認可を受けました。当社

は、「退職給付会計に関する

実務指針(中間報告)」(日本

公認会計士協会会計制度委

員会報告第13号)第47-2項に

定める経過措置を適用し、当

該認可の日において代行部

分に係る退職給付債務及び

返還相当額の年金資産を消

滅したものとみなして処理

しております。 

本処理に伴う影響額は、特

別利益に計上された217,637

千円であり、また、当事業年

度末における返還相当額の

年金資産は、825,976千円で

あります。 

4.リース取

引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

 同左  同左 
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 前中間会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日） 

当中間会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

前事業年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日） 

(1)消費税等の会計処理 

  税抜方式によっておりま

す。 

(1)消費税等の会計処理 

  同左 

 

(1)消費税等の会計処理 

  同左 

5.その他中

間財務諸

表 (財務

諸表 )作

成のため

の基本と

なる重要

な事項 

  (2)１株当たり情報 

当事業年度から「１株当た

り当期純利益に関する会計

基準」(企業会計基準第2号)

及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針

第4号)を適用しております。

なお、同会計基準及び適用

指針の適用に伴う影響につ

いては、「1株当たり情報に

関する注記」に記載のとおり

であります 

 

 

表示方法の変更 

前中間会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日） 

当中間会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

（中間損益計算書） 

営業外収益及び営業外費用のうち、重要な項目に

ついて、前中間会計期間は、その内容を注記しまし

たが、当中間会計期間より中間連結財務諸表と表示

方法を合わせるため、区分掲記する方法に変更しま

した。 

  

― 
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追加情報 

前中間会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日） 

当中間会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

前事業年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日） 

（中間貸借対照表） 

中間財務諸表等規則の改定に

より、中間貸借対照表の資本の

部は、資本金、資本剰余金、利

益剰余金の科目をもって掲記し

ております。 

  

― 

 

  

― 

 

（１株当たり情報） 

 当中間会計期間から「１株当

たり当期純利益に関する会計基

準」(企業会計基準第2号)及び

「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第4号)を適用し

ております。 

なお、同会計基準及び適用指

針の適用に伴う影響について

は、（1株当たり情報）に記載の

とおりであります。 

  

― 

 

  

― 

 

（税効果会計） 

 「地方税法等の一部を改正す

る法律」(平成15年法律第9号)

が平成15年3月31日に公布され

たことに伴い、当中間会計期間

末の繰延税金資産の計算（ただ

し、平成16年4月1日以後開始年

度に解消が見込まれるものに限

る）に使用する法定実効税率を、

前事業年度の41.9％から40.4％

に変更しております。 

この変更により、当中間会計

期間末の繰延税金資産の金額

は、25,616千円減少し、当中間

会計期間に計上された法人税等

調整額は、25,616千円増加して

おります。 

  

― 

 

  

― 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 

（平成15年5月31日） 

当中間会計期間末 

（平成16年5月31日） 

前事業年度末 

（平成15年11月30日） 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

291,507 千円 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

345,681 千円 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

296,558 千円 

※2 消費税等の表示 

   仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ「未払消費税等」として

表示しております。 

※2 消費税等の表示 

   同左 

  

― 

 

 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日） 

当中間会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

前事業年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日） 

  

― 

 

※1 固定資産売却益の内訳は次のとおり

であります。 

 ソフトウェア 18,758 千円

 その他 49 千円 

  

― 

 

2 減価償却実施額 

 有形固定資産 41,730 千円 

 無形固定資産 536,554 千円 

 合計 578,285 千円  

2 減価償却実施額 

 有形固定資産 50,068 千円

 無形固定資産 519,197 千円

 合計 569,265 千円 

2 減価償却実施額 

有形固定資産 95,870 千円

無形固定資産 1,062,883 千円

合計 1,158,753 千円 
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（リース取引関係）  

前中間会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日） 

当中間会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

前事業年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 
取得価額相

当額 

減価償却累

計額相当額 

中間期末残

高相当額 

 (千円) (千円) (千円) 

工具

器具

及び

備品 

9,008,820 4,653,946 4,354,874 

ソフ

トウ

ェア 

152,760 84,563 68,196 

合計 9,161,581 4,738,510 4,423,070 

 

2.未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 2,105,835 千円 

１年超 2,579,930 千円 

合 計 4,685,765 千円 

 

3.支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 1,223,879 千円 

減価償却費相当額 1,195,724 千円 

支払利息相当額 61,314 千円  

 

 
取得価額相

当額 

減価償却累

計額相当額

中間期末残

高相当額

 (千円) (千円) (千円) 

工具

器具

及び

備品 

9,483,862 4,969,797 4,514,065

ソフ

トウ

ェア 

769,737 331,654 438,083

合計 10,253,600 5,301,451 4,952,148

 

2.未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 2,340,458 千円

１年超 2,996,341 千円

合 計 5,336,800 千円

 

3.支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 1,349,173 千円

減価償却費相当額 1,261,062 千円

支払利息相当額 57,518 千円 

 

 
取得価額相

当額 

減価償却累

計額相当額 

期末残高相

当額 

 (千円) (千円) (千円) 

工具

器具

及び

備品

9,179,782 5,495,899 3,683,883

ソフ

トウ

ェア

783,762 281,930 501,832

合計 9,963,545 5,777,829 4,185,715

 

2.未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,020,756 千円

１年超 2,429,032 千円

合 計 4,449,789 千円

 

3.支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 2,598,742 千円

減価償却費相当額 2,507,327 千円

支払利息相当額 125,724 千円 

4.減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

4.減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

4.減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

5.利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については利息法に

よっております。 

5.利息相当額の算定方法 

  同左 

 

5.利息相当額の算定方法 

  同左 
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（有価証券関係）  

  Ⅰ.前中間会計期間末(平成15年5月31日) 

     子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

  Ⅱ.当中間会計期間末(平成16年5月31日) 

     子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
 

  Ⅲ.前事業年度末(平成15年11月30日) 

     子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（１株当たり情報） 

前中間会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日） 

当中間会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

前事業年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日） 

１株当たり純資産額 108,869 円 26銭 １株当たり純資産額 676 円 71 銭 １株当たり純資産額 120,774 円 35銭

１株当たり中間純利益

金額 
 17,083 円 03銭 

１株当たり中間純利益

金額 
 92 円 84 銭 

１株当たり当期純利益

金額 
 31,988 円 12銭

（注）平成 15 年 1 月 20 日付で、株式 1株

につき2株の株式分割を行っておりま

す。なお、1 株当たり中間純利益金額

は、期首に分割が行われたものとして

計算しております。 

  

(追加情報) 

当中間会計期間から「１株当たり当期

純利益に関する会計基準」（企業会計基準

第 2号）及び「１株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第 4号）を適用しております。な

お、前中間会計期間及び前事業年度におい

て、同会計基準及び適用指針を適用し、か

つ当社は、平成 15 年 1 月 20 日付で、株式

1株につき2株の株式分割を行いましたの

で、前期首に当該株式分割が行われたと仮

定した場合の 1株当たり情報については、

次のとおりとなります。 

 

当社は、平成 16 年 4 月 1 日付で、株式

1株を 200 株に分割しております。なお、

前期首に当該株式分割が行われたと仮定

した場合の 1株当たり情報については、次

のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

当事業年度から「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」（企業会計基準第 2

号）及び「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第 4号）を適用しております。また、

平成 15 年 1 月 20 日付で、株式 1 株を 2

株に分割しております。なお、前事業年度

において、同会計基準及び適用指針を適用

し、かつ前期首に当該株式分割が行われた

と仮定した場合の 1 株当たり情報につい

ては、次のとおりとなります。 

 

前中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産額  83,036 円 65銭 １株当たり純資産額 544 円 35 銭 １株当たり純資産額  95,286 円 23銭

１株当たり中間純利益

金額 
 12,622 円 32銭 

１株当たり中間純利益

金額 
 85 円 42 銭 

１株当たり当期純利益

金額 
 26,371 円 90銭

前事業年度 前事業年度  

１株当たり純資産額  95,286 円 23銭 １株当たり純資産額 603 円 87 銭  

１株当たり当期純利益

金額 
 26,371 円 90銭 

１株当たり当期純利益

金額 
159 円 94 銭  

(注)1.潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。 

  2.１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 

前中間会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日）

当中間会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日）

前事業年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日）

1 株当たり中間(当期)純利

益金額 

 
  

中間(当期)純利益（千円） 910,183 989,277 1,724,326 

普通株主に帰属しない金額

（千円） 
－ － 20,000 

（うち利益処分による役員

賞与金（千円）） 
－ － 20,000 

普通株式に係る中間(当期)

純利益（千円） 
910,183 989,277 1,704,326 

普通株式の期中平均株式数

（株） 
53,280 10,656,000 53,280 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年 5月31日） 

当中間会計期間 

（自平成15年12月 1日 

  至平成16年 5月31日） 

前事業年度 

（自平成14年12月 1日 

  至平成15年11月30日） 

1. 当社は、平成15年12月18日開催の

取締役会において、「商法等の一部

を改正する法律」（平成13年法律第

79号）附則第9条第5項に基づく単元

株制度採用のための株式分割に関

する決議を行い、これに必要な定款

の一部変更を平成16年2月13日開催

の第5回定時株主総会において決議

いたしました。 

（1）株式分割の方法 

 平成16年4月1日付をもって、普通株

式1株を200株に分割いたします。な

お、当該株式分割により増加する株

式数は、10,602,720株であります。

（2）1株当たり情報に及ぼす影響 

 当該株式分割及び当事業年度に行

った株式分割が共に前期首に行わ

れたと仮定した場合の前事業年度

における1株当たり情報 

1株当たり純資産額 476円43銭 

1株当たり当期純利

益金額 

 

131円86銭 

 

 当該株式分割が当期首に行われた

と仮定した場合の当事業年度にお

ける1株当たり情報 

1株当たり純資産額 603円87銭 

  

― 

 

  

― 

 

1株当たり当期純利

益金額 

 

159円94銭 

 

 

 

(２)【その他】 
     中間配当に関する事項 

     平成16年6月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 

・中間配当による配当金の総額 159,840,000円 

・１株当たりの金額 15円 

・支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成16年8月2日 

 

     (注)平成16年5月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対して、支払を行います。 
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第６【提出会社の参考情報】 
 

  当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 平成16年2月24日 

  (事業年度(第5期) 自 平成14年12月1日 至 平成15年11月30日) 近畿財務局長に提出 

  

(2)有価証券報告書の訂正報告書 平成16年2月27日 

  (事業年度(第5期) 自 平成14年12月1日 至 平成15年11月30日) 近畿財務局長に提出 

  

(3)臨時報告書 平成16年4月2日 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第3号（親会社の異動）の規定

に基づくものであります。 

近畿財務局長に提出 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 

 該当事項はありません。 

 

 



 

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 
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中間監査報告書 
 

平成15年7月29日 

 

松下電工インフォメーションシステムズ株式会社

代 表 取 締 役 社 長 濵 田 正 博 殿  

 

 

監査法人 ト ー マ ツ 

代表社員 
 
関与社員 

公認会計士 土田 秋雄 印 

代表社員 
 
関与社員 

公認会計士 西尾 宇一郎 印 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている松下電工インフォメーションシステムズ株式会社の平成14年12月1日から平成15年11月30日ま

での連結会計年度の中間連結会計期間（平成14年12月1日から平成15年5月31日まで）に係る中間連結財

務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間監査に当たり当監査法人は、一般に公正

妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すな

わち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常

実施すべき監査手続の一部を省略し、また、連結子会社等については、中間監査実施基準三に準拠して

分析的手続、質問及び閲覧等から構成される監査手続を実施した。 

中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正

妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って

継続して適用されており、また、中間連結財務諸表の表示方法は「中間連結財務諸表の用語、様式及び

作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）の定めるところに準拠しているものと認められた。

よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が松下電工インフォメーションシステムズ株式会社及

び連結子会社の平成15年5月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成14

年12月1日から平成15年5月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上  



 

 

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別

途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書
 

平成１６年７月２９日 

 

松下電工インフォメーションシステムズ株式会社 

  取 締 役 会  御 中 

 

監査法人 ト ー マ ツ 

代表社員 
 
関与社員 

公認会計士 土田 秋雄 印 

関与社員 
 

公認会計士 出田 吉孝 印 

 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている松下電工インフォメーションシステムズ株式会社の平成１５年１２月１

日から平成１６年１１月３０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１５年１２月１

日から平成１６年５月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基

準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に

関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中

間連結財務諸表の作成基準に準拠して、松下電工インフォメーションシステムズ株式会社及び

連結子会社の平成１６年５月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間（平成１５年１２月１日から平成１６年５月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

以 上  



 

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別

途保管しております。 
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中間監査報告書 
 

平成15年7月29日 

 

松下電工インフォメーションシステムズ株式会社

代 表 取 締 役 社 長 濵 田 正 博 殿  

 

 

監査法人 ト ー マ ツ 

代表社員 
 
関与社員 

公認会計士 土田 秋雄 印 

代表社員 
 
関与社員 

公認会計士 西尾 宇一郎 印 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている松下電工インフォメーションシステムズ株式会社の平成14年12月1日から平

成15年11月30日までの第5期事業年度の中間会計期間（平成14年12月1日から平成15年5月31日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を

行った。この中間監査に当たり当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に

準拠し、中間監査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査におい

て当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手

続の一部を省略した。 

中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に

公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従

って継続して適用されており、また、中間財務諸表の表示方法は「中間財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）の定めるところに準拠しているも

のと認められた。よって、当監査法人は、上記の中間財務諸表が松下電工インフォメーション

システムズ株式会社の平成15年5月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成14年12月1日から平成15年5月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

以 上  



 

 

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別

途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書
 

平成１６年７月２９日 

松下電工インフォメーションシステムズ株式会社 

  取 締 役 会  御 中 

 

 

監査法人 ト ー マ ツ 

代表社員 
 
関与社員 

公認会計士 土田 秋雄 印 

関与社員 
 

公認会計士 出田 吉孝 印 

 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている松下電工インフォメーションシステムズ株式会社の平成１５年１２月１

日から平成１６年１１月３０日までの第６期事業年度の中間会計期間（平成１５年１２月１日

から平成１６年５月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基

準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投

資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用

して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財

務諸表の作成基準に準拠して、松下電工インフォメーションシステムズ株式会社の平成１６年

５月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１５年１２月１日か

ら平成１６年５月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

以 上  
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